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ＤGOD-90デジタル化 2022. 5.15 

巻頭言 

AWS がデジタルツインサービスを開始 

 

IoT TwinMaker サービスは、複数のソースからのデータを統合し、データ ソースと物理システムの

仮想レプリカを関連付けるナレッジ グラフを作成して、現実世界の環境を正確にモデル化します。 

デジタルツインは、センサー、ビデオカメラ、エンタープライズアプリケーションなどのモノのインタ

ーネットデバイスから収集された現実世界のデータを使用して構築された、建物、プロセス、また

は近隣の仮想 3D表現です。都市は、インフラ改善のモデル化、持続可能性の選択肢の探求、緊

急時対応の改善のためにデジタルツインを利用しています。 

 

アマゾン ウェブ サービスの IoT TwinMaker の一般提供により、開発者はデジタル ツインをより簡

単に作成できるようになりました。このサービスは、複数のソースからのデータを統合し、データ・

ソースを物理システムの仮想レプリカに接続するナレッジ・グラフを作成して、実世界の環境を正

確にモデル化します。 

以前は、デジタルツインの開発者は、さまざまなデータソースを手動で接続し、接続されているす

べてのデータへの共通のアクセスを提供し、データソース間の関係を物理環境にマッピングする

ナレッジグラフを構築する必要がありました。そしてさらに、物理システムの 3D 仮想表現を作成し、

現実世界のデータを 3D ビジュアライゼーションにオーバーレイして、物理システムのリアルタイム 

パフォーマンスに関するビジネス インサイトを抽出する前に、状況の変化に応じてデジタル ツイ

ンが更新されるようにする必要がありました。 

 

現在、開発者は、TwinMaker のビルドインされているデータソースへのコネクタを使用して、デジタ

ルツインをすばやく作成できます。このサービスは、接続されたデータソースを結合し、それらの

間の関係を理解するナレッジグラフを自動的に作成し、デジタルツインをリアルタイムの情報で更

新できるようにした、と同社の関係者は述べています。 

さらに、既存の 3Dモデル(CADおよび BIM ファイルまたは点群スキャン)を直接インポートして、

物理システムの 3Dビジュアライゼーションを簡単に作成し、ナレッジグラフのデータを 3Dビジュ

アライゼーションにオーバーレイしてデジタルツインを作成できます。 

 

エンドユーザーがデジタルツインを使用できるように、開発者はエンドユーザーデバイスにデジタ

ルツインを表示するオープンソースのダッシュボードおよび視覚化プラットフォームである Grafana 

用 AWS プラグインを使用してウェブベースのアプリケーションを構築できます。 

 

「機器、建物、産業プロセス用のセンサーが急増し、大量のデータを生成しています」と、AWS IoT 

ゼネラルマネージャーの Michael MacKenzie 氏は述べています。さらに同氏は、次のように述べ

ています。顧客がデータを使用して運用とプロセスを最適化したいと熱望している場合でも、デジ

タルツインの構築と維持には時間とコストがかかる。AWS IoT TwinMaker を使用することで、お客

https://gcn.com/cloud-infrastructure/2022/04/aws-launched-digital-twin-service/366124/
https://gcn.com/emerging-tech/2021/08/digital-twins-the-ultimate-tool-for-city-infrastructure-planning/316237/
https://gcn.com/data-analytics/2022/01/las-vegas-taps-digital-twin-sustainability/360847/
https://gcn.com/public-safety/2019/12/smart-cities-initiative-tests-in-building-iot-in-active-shooter-exercise/298190/
https://gcn.com/public-safety/2019/12/smart-cities-initiative-tests-in-building-iot-in-active-shooter-exercise/298190/
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様は、建物、工場、産業機器、生産ラインのリアルタイムの改善を通知し、最小限の労力でシステ

ムの動作について正確な予測を行う、運用に関する以前は利用できなかった洞察を導き出すこと

ができます。 

 

 

自治体 3月 

1）DG 

2.調達の反転は、革新的なソリューションに容易にアクセス可能（イノベーション、米国）4.55 パッ

ケージはまだか？（環境、EU） 

5.2030年までにホームレスを撲滅する方法（デジタルガバンメント、EU） 

2)OＤ 

1.市は、省庁間のデータ共有を容易にします（データ、米国） 

 

3）セキュリテイ 

4）コロナウイルス 

 

州（県） 3 月 

1） DG 

3.州のデータ共有を容易にする（データ、米国） 

5.クラウドソーシングデータが都市のゴミ対策に役立つ理由（データ、米国） 

2)OＤ 

5.クラウドソーシングデータが都市のゴミ対策に役立つ理由（データ、米国） 

3）セキュリテイ 

1.より安全な地域社会を実現するためのデータ駆動型警察の推進（セキュリテイ、米国） 

2.州は、戦略的な洪水回復力のためのデータソースを拡大する必要があります（セキュリテイ、米

国） 

3.ウクライナ戦争で米国の都市や州はサイバー警戒態勢へ（セキュリテイ、米国） 

4.ランサムウェアは州や地方自治体の先手を打つ、との調査結果（セキュリテイ、米国） 

4）コロナウイルス 

 

国 3月 

1）DG  

1.優れた顧客体験は、効果的なデジタルプログラムによって始まります（デジタルガバンメント、

米国） 

4.データとサイバーワークフォースの人材（デジタルガバンメント、米国） 

9.どのようにして、政府機関はオンラインと対面でのサービス提供を再構築出来るか（デジタル

ガバンメント、米国） 

10.インドネシア、選挙のデジタル化で世界の事例に注目（デジタルガバンメント、インドネシア） 
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2）OD 

3)セキュリテイ  

2.ロシアのサイバー攻撃は、米国にどれだけの被害をもたらせるか？（セキュリテイ、米国） 

3.水・電力会社、病院がゼロ・トラスト・ツールを無償で利用可能に（セキュリテイ、米国） 

5.スマートデバイスはあなたを監視する - 2人のコンピュータ科学者が IoTがあなたのプライバシ

ーを侵害することを説明します（セキュリテイ、米国） 

6.米国のクラウドサービス大手がロシアに対抗措置（セキュリテイ、米国） 

7.ロシアの潜在的脅威から医療インフラを守るため、議員らが動き出す（セキュリテイ、米国） 

8.ランサムウェアの暗号化速度が速くなり、家が燃えてしまう状態に（セキュリテイ、米国） 

4）コロナウイルス 

 

世界 3月 

1）DG 

5.プルタミナ社がデジタルアプリケーションを改善（DX、インドネシア） 

2)OD 

2.バルセロナ・モバイルワールドコングレスで欧州が 6Gビジョンを提示（6G、EU） 

3.ブロードバンド 2021-2027に対する EUの資金援助（ネットワーク、EU）  

Europa、24 February 2022 

4.Eurocities は、38 カ国、200 以上の都市、1 億 3 千万人の人々が、すべての人々の質の高い

生活を確保するために協力し合うネットワークです（ネットワーク、EU） 

3）セキュリテイ 

1.ウクライナ： クレムリン支持の出版社ロシア・トゥデイとスプートニクに制裁（セキュリテイ、EU）  

4）コロナウイルス 

 

 

自治体（4月） 

1.セキュリティ機器へのリベートは、地域の安全性を高めることを目的としています（セキュリテイ、

米国） 

Shourjya Mookerjee、GCN、APRIL 5, 2022 

シカゴ市長 Lori E. Lightfoot、警察当局、地域リーダーたちは、視認性を高めることで安全を促進

するため、監視カメラやその他のセキュリティ機器の費用の一部を住民やビジネスオーナーに払

い戻すリベートプログラムを発表しました。 

このリベートプログラムは、市内に居住または事業を営む人なら誰でも参加でき、シカゴの近隣地

域の視認性を高めることを目的とした、市主導の幅広い取り組みの発表の一部となっています。

Lori E. Lightfoot氏は、市内の裕福な地域と「暴力犯罪の長い歴史を持つ」地域との間で、セキュ

リティ技術に格差があることを指摘した、とシカゴ・サンタイムズ紙は報じています。 

 

https://gcn.com/public-safety/2022/04/security-equipment-rebates-aim-boost-community-safety/364066/
https://gcn.com/public-safety/2022/04/security-equipment-rebates-aim-boost-community-safety/364066/
https://www.bing.com/search?q=%E8%A6%96+%E8%AA%8D+%E6%80%A7&cvid=cb97eba0a32b4d63944beec88adc65d3&aqs=edge..69i57j0l8.1438j0j1&pglt=41&FORM=ANNTA1&PC=NMTS
https://www.chicago.gov/city/en/depts/mayor/press_room/press_releases/2016/november/Property-Tax-Rebate-Program-Extended.html
https://www.chicago.gov/city/en/depts/mayor/press_room/press_releases/2016/november/Property-Tax-Rebate-Program-Extended.html
https://www.chicago.gov/city/en/depts/mayor/press_room/press_releases/2022/april/BusinessCommunitySafetyPlan.html
https://chicago.suntimes.com/city-hall/2022/4/4/23010293/security-cameras-rebates-new-city-program-video-footage-chicago-police-lightfoot-brown
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2.ニューヨーク市は、サービス提供を強化し、時間税を削減するために、測定基準に傾注していま

す（データ、米国） 

Susan Miller、gcn、APRIL 6, 2022 

ニューヨーク市のエリック・アダムス市長は 4月 6日、年 2回発行している MMRのデジタル版で

あるダイナミック市長経営報告書を発表し、市当局のパフォーマンスに関する最新の指標を提供

することを明らかにしました。ダイナミック市長経営報告書は定期的に更新され、ニューヨーカーが

関連データや過年度の比較分析を簡単に検索できるユーザーフレンドリーなインターフェイスを備

えています。 

同日発表された行政命令では、市の透明性、業績、説明責任、および行政サービスの公平な提

供を改善するため、最高効率責任者の役職を正式に設置しました。 

 

3.泥棒が新しい詐欺に手を染めた：合成 ID詐欺（セキュリテイ、米国） 

ELAINE S. POVICH、gcn、APRIL 7, 2022 

2020年秋、43歳のアダム・アリーナとその共謀者とみられる 12人が、合成 ID詐欺（synthetic 

identity fraud）と呼ばれるスキームで銀行から 100万ドル以上をだまし取ろうとした容疑で、ニュー

ヨークで起訴されました。 

捜査当局によると、彼らは本物の社会保障番号と不一致または偽の名前を組み合わせて、新し

い身分を作り出していました。検察は 2018年に捜査を開始し、彼らを 108件の違法な金融活動で

起訴しました、捜査当局によると、そのほとんどが返すつもりのない巨額の金を借りたものだった

といいます。 

 

4.デトロイトが 2020年国勢調査の結果に挑戦（データ、米国） 

TIM HENDERSON、Stateline、APRIL 7, 2022 

デトロイトは、2020年の国勢調査の結果に異議を唱える最大の都市となりました。それに、低所得

者層が 8%も少なく、何万人もの人々が取り残されている可能性があるという調査結果を引用して

います。 

同市は、Count Question Resolutionプログラムに基づいて異議を申し立てている少なくとも 20の

他の都市に加わります。このプログラムに、刑務所や寮などの施設居住区に関する別の見直しは

含まれていません。これに、パンデミックの混乱の中で計数ミスを発見した大学都市や他の都市

から関心を持たれています。 

 

5.ロボットが公共安全業務に参加（ロボット、米国） 

Shourjya Mookerjee、gcn、APRIL 7, 2022 

公共安全機関では、状況把握、災害対応、遠隔地でのパトロールなどに役立つロボットの導入が

進んでいます。 

今週、ロサンゼルス警察は、ロサンゼルス消防署の外で見つかった不審な文字の書かれた荷物

を、爆弾処理ロボットを使って移動させたばかりです。ロボットの任務は、署から道路に荷物を移

https://gcn.com/data-analytics/2022/04/city-leans-metrics-boost-services-delivery-cut-time-tax/364123/
https://gcn.com/data-analytics/2022/04/city-leans-metrics-boost-services-delivery-cut-time-tax/364123/
https://dmmr.nyc.gov/
https://dmmr.nyc.gov/
https://www1.nyc.gov/office-of-the-mayor/news/013-002/executive-order-13
https://www.gcn.com/cybersecurity/2022/04/thieves-hit-new-scam-synthetic-identity-fraud/364154/
https://www.census.gov/programs-surveys/decennial-census/decade/2020/planning-management/evaluate/cqr.html
https://www.census.gov/programs-surveys/decennial-census/decade/2020/planning-management/evaluate/cqr.html
https://www.pewtrusts.org/en/research-and-analysis/blogs/stateline/2022/04/04/the-census-missed-some-folks-these-cities-want-them-counted
https://gcn.com/emerging-tech/2022/04/robots-enlisted-public-safety-missions/365281/
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%AD%E3%82%B5%E3%83%B3%E3%82%BC%E3%83%AB%E3%82%B9%E5%B8%82%E8%AD%A6%E5%AF%9F
https://www.cbsnews.com/losangeles/news/police-investigate-suspicious-package-found-outside-fire-station/
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動させることでした。荷物が安全であると判断された後、警官が中央分離帯の上に移動させる姿

が目撃されています。 

先月、ニューヨーク市消防局は、捜索・救助活動用にボストンダイナミクス社のロボット Spotを購

入した最初の消防機関となりました。 

 

 

州政府（県）(4月) 

1.ニューメキシコ州の技術、教育、ビジネスのリーダーたちは、量子コンピューティングのハブを

作ることに賭けています（量子コンピュータ、米国） 

Susan Miller、gcn、APRIL 5, 2022 

ロスアラモス国立研究所、サンディア国立研究所、ニューメキシコ大学が参加する量子ニューメ

キシコ連合は、ニューメキシコ州の量子コンピューティング経済のためのビジネスおよび労働力

のインフラを構築することを目的としています。 

この連合は、国立研究所のスーパーコンピューティングリソースを中心に、州の主要研究大学、

部族短大、コミュニティカレッジ、地元企業を活用し、量子科学の発展と量子に対応できる人材

の育成を目的としています。また、産業界との連携、ビジネス開発、政策、インフラ強化にも力を

入れます。 

 

2.ロボットが公共安全ミッションに参加(ロボット、米国) 

SHOURJYA MOOKERJEE、gcn、APRIL 7, 2022 

公共安全機関では、状況把握、災害対応、遠隔地でのパトロールなどに役立つロボットの導入

が進んでいます。 

今週、ロサンゼルス警察は、ロサンゼルス消防署の外で見つかった不審な文字の書かれた荷

物を、爆弾処理ロボットを使って移動させたばかりです。ロボットの任務は、署から道路に荷物

を移動させることでした。荷物が安全であると判断された後、警官が中央分離帯の上に移動さ

せる姿が目撃されています。 

 

3.ゼロ・トラスト・アーキテクチャーは、データ・セキュリティに対する新しい視点を求めています

（セキュリテイ、米国） 

JOSH BRODBENT、gcn、APRIL 7, 2022 

ゼロ・トラスト・アーキテクチャー 

州や地方自治体の政府機関に対するサイバー攻撃の増加は否定できず、よく知られていること

です。病院、学校、警察、交通機関など、日常生活に欠かせない組織が、悪意のあるサイバー

犯罪者の被害を受けています。9 万を超える地方自治体の組織や、州ごとに数十の機関や事

務所があり、それぞれが機密データを大量に保有しているため、攻撃対象は膨大なものとなっ

ています。近年、テレワークの普及により、サイバー犯罪者の手口は大きく変化しています。そ

のため、このような攻撃に対する防御策は、新たな脅威の状況に合わせて変化させる必要があ

ります。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%83%A8%E3%83%BC%E3%82%AF%E5%B8%82%E6%B6%88%E9%98%B2%E5%B1%80
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9C%E3%82%B9%E3%83%88%E3%83%B3%E3%83%BB%E3%83%80%E3%82%A4%E3%83%8A%E3%83%9F%E3%82%AF%E3%82%B9
https://pc.watch.impress.co.jp/docs/news/1259870.html
https://gcn.com/emerging-tech/2022/04/new-mexico-positions-itself-quantum-computing-hub/364072/
https://gcn.com/emerging-tech/2022/04/new-mexico-positions-itself-quantum-computing-hub/364072/
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%AD%E3%82%B9%E3%82%A2%E3%83%A9%E3%83%A2%E3%82%B9%E5%9B%BD%E7%AB%8B%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%89%80
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B5%E3%83%B3%E3%83%87%E3%82%A3%E3%82%A2%E5%9B%BD%E7%AB%8B%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%89%80
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%83%A1%E3%82%AD%E3%82%B7%E3%82%B3%E5%A4%A7%E5%AD%A6
https://qnm.unm.edu/
https://qnm.unm.edu/
https://en.wikipedia.org/wiki/Tribal_colleges_and_universities
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B3%E3%83%9F%E3%83%A5%E3%83%8B%E3%83%86%E3%82%A3%E3%83%BB%E3%82%AB%E3%83%AC%E3%83%83%E3%82%B8
https://www.gcn.com/emerging-tech/2022/04/robots-enlisted-public-safety-missions/365281/
https://www.cbsnews.com/losangeles/news/police-investigate-suspicious-package-found-outside-fire-station/
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/column/awareness-cyber-security/zero-trust-architecture-jp.html?msclkid=b9bad3f3ce9611ecafcbf92e3b1fa135
https://www.gcn.com/cybersecurity/2022/04/zero-trust-security-architecture-demands-new-view-data-security/364161/
https://www.gcn.com/cybersecurity/2022/04/zero-trust-security-architecture-demands-new-view-data-security/364161/
https://www.gcn.com/cybersecurity/2022/04/zero-trust-security-architecture-demands-new-view-data-security/364161/
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/column/awareness-cyber-security/zero-trust-architecture-jp.html?msclkid=b9bad3f3ce9611ecafcbf92e3b1fa135
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パンデミック発生以来、ワシントン D.C.警察、ミネアポリス市、ノースカロライナ州チャタム

郡、バージニア州ハンプトンローズ衛生地区、ロードアイランド州公共交通局、アラスカ州

保健社会福祉局など、何百もの州や地域の機関がサイバー犯罪の犠牲になってきました。

攻撃された組織の種類と幅の広さは、誰もこうした財政的な損失をもたらす攻撃から免れ

ることができないことを強調しており、最近の政府の取り組みはようやくこの現実を認識す

るようになっています。 

 

4.NC州政府機関が身代金を支払うことを禁止（セキュリテイ、米国） 

Susan Miller、gcn、APRIL 8, 2022 

ノースカロライナ州は、州政府機関および地方自治体に対して、ランサムウェアの支払い

を禁止する初めての州となりました。 

2021-2022 年の予算関連法案の一環として、州政府機関と地方政府機関は、IT システム

を暗号化した人物に支払いを提出したり、あるいは通信したりすることは出来なくなりまし

た。この法律は、「州政府の行政府、司法府、立法府の機関、部署、委員会、部門、局、

役員、職員、その他の団体」、およびノースカロライナ大学「および州が監督責任を負うそ

の他の団体」に適用される。 

 

5.X-RAMPでテキサスはやさしいクラウドセキュリティ（セキュリテイ、米国） 

Stephanie Kanowitz、gcn、APRIL 19, 2022 

テキサス州情報資源局（DIR）は、TX-RAMP（Texas Risk and Authorization Management 

Program）の施行以来、仮認証の提供や、TX-RAMP の要件に沿った StateRAMP（State 

Risk and Authorization Management Program）および FedRAMP（  Federal Risk and 

Authorization Management Program）の認証を既に受けているものも含め、700 以上のク

ラウドコンピューティングサービスを認証しています。 

 

 

国政府（4月） 

1.報告書 政府機関へのフィッシング攻撃が 110％増加(セキュリテイ、米国) 

Shourjya Mookerjee、GCN、APRIL 20, 2022 

組織がマルウェアやサイバー攻撃に対する耐性を高めるにつれ、ハッカーはフィッシング

などのソーシャルエンジニアリング戦術に目を向け、安全なシステムに侵入し、ログイン認

証情報を漏洩させ、機密情報を盗み出すようになっています。Zscaler の 2022 年版

ThreatLabz フィッシングレポートによると、2020 年から 2021 年の間に、政府機関におい

てフィッシングの試みが 110%増加しました。 

フィッシング攻撃は、最も広範なサイバー脅威の 1 つであり、過去 1 年間で世界的に 29%

の上昇を示しています。 

 

2.ベトナム・ソクチャン県で 5Gネットワークとインテリジェント・オペレーション・ 

https://www.washingtonpost.com/local/public-safety/dc-police-hackers-ransomware-babuk/2021/05/13/d0280fb4-b3f7-11eb-a980-a60af976ed44_story.html
https://www.bing.com/maps?q=he+city+of+Minneapolis%2C&cvid=d8e3f23ee98b471a972a0e28051ecdbf&aqs=edge..69i57.1582j0j1&pglt=41&FORM=ANNTA1&PC=NMTS
https://en.wikipedia.org/wiki/Chatham_County,_North_Carolina
https://en.wikipedia.org/wiki/Chatham_County,_North_Carolina
https://www.hrsd.com/news-release-november-19-2020
https://en.wikipedia.org/wiki/Rhode_Island_Public_Transit_Authority
https://www.alaskapublic.org/2021/05/19/cyberattack-forces-shutdown-of-some-alaska-health-department-online-services/
https://www.alaskapublic.org/2021/05/19/cyberattack-forces-shutdown-of-some-alaska-health-department-online-services/
https://gcn.com/cybersecurity/2022/04/nc-prohibits-agencies-paying-ransoms/365458/
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8E%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%82%AB%E3%83%AD%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%8A%E5%B7%9E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8E%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%82%AB%E3%83%AD%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%8A%E5%A4%A7%E5%AD%A6
https://gcn.com/cloud-infrastructure/2022/04/tx-ramp-texas-friendly-cloud-security/365861/
https://dir.texas.gov/
https://dir.texas.gov/sites/default/files/2021-11/TX-RAMP%20Manual_0.pdf
https://dir.texas.gov/sites/default/files/2021-11/TX-RAMP%20Manual_0.pdf
https://stateramp.org/wp-content/uploads/2022/03/StateRAMP-Overview_02.24.22.pdf
https://stateramp.org/wp-content/uploads/2022/03/StateRAMP-Overview_02.24.22.pdf
https://www.newton-consulting.co.jp/itilnavi/guideline/fedramp.html
https://www.newton-consulting.co.jp/itilnavi/guideline/fedramp.html
https://cmc-japan.co.jp/blog/compare-top-cloud-computing-service-aws-azure-gcp/
https://cmc-japan.co.jp/blog/compare-top-cloud-computing-service-aws-azure-gcp/
https://gcn.com/cybersecurity/2022/04/report-phishing-attacks-government-110/365921/
https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/bocn/knowledge/archive_19.html
https://jp.norton.com/internetsecurity-online-scams-phishing-scam.html
https://jp.norton.com/internetsecurity-online-scams-phishing-scam.html
https://www.accesssystems.com/blog/the-top-10-social-engineering-tactics-you-need-to-know#:~:text=Social%20engineers%20often%20use%20spear%20phishing%20tactics%20to,person%20or%20a%20very%20small%20group%20of%20people.
https://www.fortinet.com/resources/cyberglossary/login-credentials
https://www.fortinet.com/resources/cyberglossary/login-credentials
https://info.zscaler.com/resources-industry-report-threatlabz-state-of-phishing-report
https://info.zscaler.com/resources-industry-report-threatlabz-state-of-phishing-report
https://opengovasia.com/soc-trang-vietnam-launches-5g-network-intelligent-operations-centre/
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センターが稼動開始(5G、ベトナム) 

Samaya Dharmaraj、opengovasia、April 27, 2022 

メコンデルタのソクチャン県で、5G ネットワークとインテリジェントオペレーションセンター

（IOC）が公開された。同省党委員会の常務副委員長は、パンデミックなど多くの困難にも

かかわらず、ソクチャン県は電子行政を構築するための措置を講じてきたと述べた。2030

年までに、地方行政がより効率的、効果的、透明的に運営できるように、同省は経営と統

治活動を根本的かつ包括的に改革することを期待している。 

 

3.中国の産業：2022年は「メタバース」の年（ICT、中国） 

Jerome Siacor、opengovasia、April 27, 2022 

今日、間違いなく、数多くの新しいテクノロジーが誕生しています。実際、ICT はイノベーシ

ョンのための幅広い選択肢を提供しています。その中でもメタバースは、中国の産業界が

最も注目し、最も有用であると認めているようです - そう中国のビジネスリーダーたちは

確認しています。 

すでに、新興のメタバース技術は、産業、農業、製造、小売、消費などの幅広い分野に統

合されることが期待されています。さらに、新興の ICT は、人々の日常生活における仕事

と交流の方法を根本的に変えるだろうと、専門家や企業幹部は最近断言しています。 

 

4.フィリピンが漁船をリアルタイムで追跡する技術を開発（ICT、フィリピン） 

Jerome Siacor、opengovasia、April 26, 2022 

広大な海域をコントロールし、維持することは容易なことではありません。フィリピン農務

省漁業・水産資源局は、このような様々な問題に対処するため、多くの情報通信技術

（ICT）を導入しています。 

農務省水産資源局（BFAR）は、統合海洋環境モニタリングシステム（IMEMS）プロジェクト

を実施しています。このプロジェクトは、違法・無報告・無規制（IUU）漁業に対するキャン

ペーンを強化しながら、海洋領域の監視・統制・モニタリングシステムにおける政府の能

力を向上させることを目的としています。 

 

5.初公開 次世代市民サービスのためのリアルタイム、データ駆動型意思決定の加速化。

Satu Data Indonesia のビジョンを実現する（DX、インドネシア） 

Michelle Liew、opengovasia、April 21, 2022 

政府機関や企業は、史上最大のデジタル・トランスフォーメーションを経て、前例のない時

代に突入しています。パンデミックによって、政府はデジタル変革の次のステージに真っ

逆さまに突入しています。実際、デジタル・トランスフォーメーションは、"データ・トランスフ

ォーメーション "という強固な基盤に基づかない限り、失敗に終わる可能性が高いというこ

とは十分に言えることでしょう。 

インドネシア政府は、国民により良いサービスを提供するために、データを活用する方向

で正しいステップを踏んでいます。Satu Data Indonesia は、ジョコ・ウィドド大統領が 2019

https://opengovasia.com/soc-trang-vietnam-launches-5g-network-intelligent-operations-centre/
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A1%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%87%E3%83%AB%E3%82%BF
https://en.wikipedia.org/wiki/S%C3%B3c_Tr%C4%83ng_province
https://vnpt.com.vn/english/news/ninh-thuan-pilots-the-intelligent-operation-centre-ioc.html
https://vnpt.com.vn/english/news/ninh-thuan-pilots-the-intelligent-operation-centre-ioc.html
https://en.wikipedia.org/wiki/S%C3%B3c_Tr%C4%83ng_province
https://opengovasia.com/chinas-industries-2022-marks-the-year-of-the-metaverse/
https://berise.co.jp/topics/metaverse/
https://berise.co.jp/topics/metaverse/
https://global.chinadaily.com.cn/a/202204/23/WS626362f8a310fd2b29e58d11.html
https://global.chinadaily.com.cn/a/202204/23/WS626362f8a310fd2b29e58d11.html
https://opengovasia.com/the-philippines-to-track-fishing-vessels-in-real-time/
https://en.wikipedia.org/wiki/Department_of_Agriculture_(Philippines)
https://en.wikipedia.org/wiki/Department_of_Agriculture_(Philippines)
https://maritimereview.ph/integrated-marine-environment-monitoring-system-imems-a-game-changer-in-the-philippine-fisheries-resource-management/
https://maritimereview.ph/integrated-marine-environment-monitoring-system-imems-a-game-changer-in-the-philippine-fisheries-resource-management/
https://www.seashepherdglobal.org/our-campaigns/iuu-fishing/#:~:text=Illegal%20Fishing%20Campaigns%20The%20New%20Front%20Lines%20of,--%20fishing%2C%20and%20fisheries%20crime%2C%20in%20African%20waters.
https://opengovasia.com/exclusive-accelerating-real-time-data-driven-decisions-for-next-gen-citizen-services-realising-the-vision-of-satu-data-indonesia/
https://opengovasia.com/exclusive-accelerating-real-time-data-driven-decisions-for-next-gen-citizen-services-realising-the-vision-of-satu-data-indonesia/
https://www.data.go.id/home
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年の大統領令第 39 号を通じて設立したもので、正確で最新の、統合された、説明可能な

データを作成するための法的基盤です。 

 

6.インドと米国、国防人工知能対話を開始へ（AI、インド） 

Samaya Dharmaraj、opengovasia、April 21, 2022 

先日開催された第 4 回米印 2+2 閣僚対話で、両国は防衛における人工知能、宇宙協力、

公衆衛生などに関する新たな協議に取り組むことに合意しました。政府の発表によると、

このイベントは 4 人の閣僚が議長を務め、米印両軍が共同で今世紀の課題に取り組むに

あたり、宇宙やサイバー空間などの防衛領域で協力を深めるという姿勢を強調したとのこ

とです。両首脳は、防衛人工知能対話を発足させ、共同のサイバー訓練と演習を拡大す

ることについて議論しました。 

 

7.オープンデータデー カンボジア 2022（データ、カンボジア） 

Asia Open Data Partnership、April 06, 2022 

AODPパートナーである Open Development Cambodia（ODC）は、2022年 3月 5日にプノ

ンペンで Data for equal development をテーマにしたオープンデータデー2022のイベント

を CADT と共同で開催しました。パンデミックの懸念がある中、ODC は 8 年連続でこの特

別なイベントを開催することができ、大変うれしく思っています。 

ODCは、Role of Open Data in Digital Government というトピックの下、2つの洞察に満ち

たパネルディスカッションを実施しました。  

 

8.マレーシア人の過半数がワークライフバランスの向上を望んでいる 
過半数のマレーシア人がワークライフバランスの向上を望んでいる(デジタルガバンメント、

マレーシア) 

Digital News、Asia April 7, 2022 

ランスタッドは、マレーシアにおける 2021 年下半期ワークモニター隔年調査の結果を発

表し、労働者の最新の心情と地元の雇用市場に対する認識を明らかにしました。 

声明の中で、人材ソリューション会社は、調査の結果、マレーシアの回答者の 88％が、パ

ンデミックによってワークライフバランスを改善する力を得たと回答したことを明らかにしま

した。 

 

9.コスタリカ政府へのランサムウェア攻撃は、ロシアのサイバー犯罪の新潮流を告げるも

のである可能性があります（セキュリテイ、コスタリカ） 

CYBERSECURITY、techmonitor、April 25, 2022 

コスタリカ政府 IT システムを麻痺させたランサムウェア攻撃は、解決の目安が立たない

まま 2 週目に突入しています。ランサムウェアグループの Conti は、少なくとも 1 テラバイ

トのデータを盗み、1000 万ドルの身代金の要求をはねつけ、今日、情報の 80％をダーク

ウェブに公開したと表明した。コスタリカ政府は、この事件の被害額が数億ドルにのぼると

https://opengovasia.com/india-us-to-commence-defence-artificial-intelligence-dialogue/
https://www.analyticsinsight.net/role-of-artificial-intelligence-in-defence/
https://www.defense.gov/News/Releases/Release/Article/2996350/readout-of-us-india-22-ministerial-dialogue/
https://opendata.tca.org.tw/asia/news-article.php?id=24
https://www.linkedin.com/company/aodp/about/
https://odimpact.org/case-open-development-cambodia.html#:~:text=Open%20Development%20Cambodia%20%28ODC%29%20was%20born%20out%20of,land%20and%20natural%20resource%20activists%20working%20in%20Cambodia.
https://opendevelopmentcambodia.net/km/open-data-day-2022-the-role-of-open-data-in-digital-government/
https://opendevelopmentcambodia.net/km/open-data-day-2022-the-role-of-open-data-in-digital-government/
https://odimpact.org/case-open-development-cambodia.html#:~:text=Open%20Development%20Cambodia%20%28ODC%29%20was%20born%20out%20of,land%20and%20natural%20resource%20activists%20working%20in%20Cambodia.
https://opendevelopmentcambodia.net/km/open-data-day-2022-the-role-of-open-data-in-digital-government/
https://www.digitalnewsasia.com/business/majority-malaysians-want-improve-work-life-balance
https://www.digitalnewsasia.com/business/majority-malaysians-want-improve-work-life-balance
https://www.digitalnewsasia.com/business/majority-malaysians-want-improve-work-life-balance
https://www.randstad.com.my/
https://techmonitor.ai/technology/cybersecurity/costa-rica-cyberattack-conti-ransomware
https://techmonitor.ai/technology/cybersecurity/costa-rica-cyberattack-conti-ransomware
https://www.dataguidance.com/notes/costa-rica-data-protection-overview
https://techmonitor.ai/tag/ransomware
https://www.mbsd.jp/research/20210413/conti-ransomware/
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報じられているにもかかわらず、身代金要求に対して今のところ断固として対応していま

す。この事件は、Conti のようなロシアの支援を受けたギャングが新たな攻撃の波に乗り

出したことを示す最初の指標となる可能性があります。 

 

10.データを活用することで、都市はホームレスの減少に貢献できる（セキュリテイ、米国） 

Andrea Danes、gcn、APRIL 28, 2022 

ソーシャルワーカーでなくても、アメリカのホームレス対策がどのように進んでいるか知る

ことができます。全米で、ホームレスはもはや町の特定の場所や遠い地域に追いやられ

ているわけではありません。私たちの身近なところにいるのです。 

政府機関や行政機関は、程度の差こそあれ、この問題に取り組み続けていますが、その

成果は限定的であります。そのアプローチは、ホームレスが発生するのは当然であるとい

う誤った前提の上に成り立っていることが多いのです。 

簡単な答えはありませんが、ホームレス問題を解決するために、私たちは、より良い質問

を始める必要があります。その最初の問いは、どうすればホームレスが発生する前に食

い止めることができるのか、ということです。 

現在の状況 

Covid-19 以前から、米国ではホームレスが確実に増えていた。米国住宅都市開発省が

毎年行っている調査によると、2020 年には約 58 万人がホームレスになっているといいま

す。 

 

世界（4月） 

1.報告書 政府機関へのフィッシング攻撃が 110％増加(セキュリテイ、米国) 

Shourjya Mookerjee、GCN、APRIL 20, 2022 

組織がマルウェアやサイバー攻撃に対する耐性を高めるにつれ、ハッカーはフィッシング

などのソーシャルエンジニアリング戦術に目を向け、安全なシステムに侵入し、ログイン認

証情報を漏洩させ、機密情報を盗み出すようになっています。Zscaler の 2022 年版

ThreatLabz フィッシングレポートによると、2020 年から 2021 年の間に、政府機関におい

てフィッシングの試みが 110%増加しました。 

フィッシング攻撃は、最も広範なサイバー脅威の 1 つであり、過去 1 年間で世界的に 29%

の上昇を示しています。 

 

2.ベトナム・ソクチャン県で 5Gネットワークとインテリジェント・オペレーション・ 

センターが稼動開始(5G、ベトナム) 

Samaya Dharmaraj、opengovasia、April 27, 2022 

メコンデルタのソクチャン県で、5G ネットワークとインテリジェントオペレーションセンター

（IOC）が公開された。同省党委員会の常務副委員長は、パンデミックなど多くの困難にも

かかわらず、ソクチャン県は電子行政を構築するための措置を講じてきたと述べた。2030

https://www.mbsd.jp/research/20210413/conti-ransomware/
https://gcn.com/data-analytics/2022/04/data-reduce-homelessness/366234/
https://www.hud.gov/
https://www.huduser.gov/portal/sites/default/files/pdf/2020-AHAR-Part-1.pdf
https://www.huduser.gov/portal/sites/default/files/pdf/2020-AHAR-Part-1.pdf
https://gcn.com/cybersecurity/2022/04/report-phishing-attacks-government-110/365921/
https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/bocn/knowledge/archive_19.html
https://jp.norton.com/internetsecurity-online-scams-phishing-scam.html
https://jp.norton.com/internetsecurity-online-scams-phishing-scam.html
https://www.accesssystems.com/blog/the-top-10-social-engineering-tactics-you-need-to-know#:~:text=Social%20engineers%20often%20use%20spear%20phishing%20tactics%20to,person%20or%20a%20very%20small%20group%20of%20people.
https://www.fortinet.com/resources/cyberglossary/login-credentials
https://www.fortinet.com/resources/cyberglossary/login-credentials
https://info.zscaler.com/resources-industry-report-threatlabz-state-of-phishing-report
https://info.zscaler.com/resources-industry-report-threatlabz-state-of-phishing-report
https://opengovasia.com/soc-trang-vietnam-launches-5g-network-intelligent-operations-centre/
https://opengovasia.com/soc-trang-vietnam-launches-5g-network-intelligent-operations-centre/
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A1%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%87%E3%83%AB%E3%82%BF
https://en.wikipedia.org/wiki/S%C3%B3c_Tr%C4%83ng_province
https://vnpt.com.vn/english/news/ninh-thuan-pilots-the-intelligent-operation-centre-ioc.html
https://vnpt.com.vn/english/news/ninh-thuan-pilots-the-intelligent-operation-centre-ioc.html
https://en.wikipedia.org/wiki/S%C3%B3c_Tr%C4%83ng_province


10 

 

年までに、地方行政がより効率的、効果的、透明的に運営できるように、同省は経営と統

治活動を根本的かつ包括的に改革することを期待している。 

 

3.中国の産業：2022年は「メタバース」の年（ICT、中国） 

Jerome Siacor、opengovasia、April 27, 2022 

今日、間違いなく、数多くの新しいテクノロジーが誕生しています。実際、ICT はイノベーシ

ョンのための幅広い選択肢を提供しています。その中でもメタバースは、中国の産業界が

最も注目し、最も有用であると認めているようです - そう中国のビジネスリーダーたちは

確認しています。 

すでに、新興のメタバース技術は、産業、農業、製造、小売、消費などの幅広い分野に統

合されることが期待されています。さらに、新興の ICT は、人々の日常生活における仕事

と交流の方法を根本的に変えるだろうと、専門家や企業幹部は最近断言しています。 

 

4.フィリピンが漁船をリアルタイムで追跡する技術を開発（ICT、フィリピン） 

Jerome Siacor、opengovasia、April 26, 2022 

広大な海域をコントロールし、維持することは容易なことではありません。フィリピン農務

省漁業・水産資源局は、このような様々な問題に対処するため、多くの情報通信技術

（ICT）を導入しています。 

農務省水産資源局（BFAR）は、統合海洋環境モニタリングシステム（IMEMS）プロジェクト

を実施しています。このプロジェクトは、違法・無報告・無規制（IUU）漁業に対するキャン

ペーンを強化しながら、海洋領域の監視・統制・モニタリングシステムにおける政府の能

力を向上させることを目的としています。 

 

5.初公開 次世代市民サービスのためのリアルタイム、データ駆動型意思決定の加速化。

Satu Data Indonesia のビジョンを実現する（DX、インドネシア） 

Michelle Liew、opengovasia、April 21, 2022 

政府機関や企業は、史上最大のデジタル・トランスフォーメーションを経て、前例のない時

代に突入しています。パンデミックによって、政府はデジタル変革の次のステージに真っ

逆さまに突入しています。実際、デジタル・トランスフォーメーションは、"データ・トランスフ

ォーメーション "という強固な基盤に基づかない限り、失敗に終わる可能性が高いというこ

とは十分に言えることでしょう。 

インドネシア政府は、国民により良いサービスを提供するために、データを活用する方向

で正しいステップを踏んでいます。Satu Data Indonesia は、ジョコ・ウィドド大統領が 2019

年の大統領令第 39 号を通じて設立したもので、正確で最新の、統合された、説明可能な

データを作成するための法的基盤です。 

 

6.インドと米国、国防人工知能対話を開始へ（AI、インド） 

Samaya Dharmaraj、opengovasia、April 21, 2022 

https://opengovasia.com/chinas-industries-2022-marks-the-year-of-the-metaverse/
https://berise.co.jp/topics/metaverse/
https://berise.co.jp/topics/metaverse/
https://global.chinadaily.com.cn/a/202204/23/WS626362f8a310fd2b29e58d11.html
https://global.chinadaily.com.cn/a/202204/23/WS626362f8a310fd2b29e58d11.html
https://opengovasia.com/the-philippines-to-track-fishing-vessels-in-real-time/
https://en.wikipedia.org/wiki/Department_of_Agriculture_(Philippines)
https://en.wikipedia.org/wiki/Department_of_Agriculture_(Philippines)
https://maritimereview.ph/integrated-marine-environment-monitoring-system-imems-a-game-changer-in-the-philippine-fisheries-resource-management/
https://maritimereview.ph/integrated-marine-environment-monitoring-system-imems-a-game-changer-in-the-philippine-fisheries-resource-management/
https://www.seashepherdglobal.org/our-campaigns/iuu-fishing/#:~:text=Illegal%20Fishing%20Campaigns%20The%20New%20Front%20Lines%20of,--%20fishing%2C%20and%20fisheries%20crime%2C%20in%20African%20waters.
https://opengovasia.com/exclusive-accelerating-real-time-data-driven-decisions-for-next-gen-citizen-services-realising-the-vision-of-satu-data-indonesia/
https://opengovasia.com/exclusive-accelerating-real-time-data-driven-decisions-for-next-gen-citizen-services-realising-the-vision-of-satu-data-indonesia/
https://www.data.go.id/home
https://opengovasia.com/india-us-to-commence-defence-artificial-intelligence-dialogue/
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先日開催された第 4 回米印 2+2 閣僚対話で、両国は防衛における人工知能、宇宙協力、

公衆衛生などに関する新たな協議に取り組むことに合意しました。政府の発表によると、

このイベントは 4 人の閣僚が議長を務め、米印両軍が共同で今世紀の課題に取り組むに

あたり、宇宙やサイバー空間などの防衛領域で協力を深めるという姿勢を強調したとのこ

とです。両首脳は、防衛人工知能対話を発足させ、共同のサイバー訓練と演習を拡大す

ることについて議論しました。 

 

7.オープンデータデー カンボジア 2022（データ、カンボジア） 

Asia Open Data Partnership、April 06, 2022 

AODPパートナーである Open Development Cambodia（ODC）は、2022年 3月 5日にプノ

ンペンで Data for equal development をテーマにしたオープンデータデー2022のイベント

を CADT と共同で開催しました。パンデミックの懸念がある中、ODC は 8 年連続でこの特

別なイベントを開催することができ、大変うれしく思っています。 

ODCは、Role of Open Data in Digital Government というトピックの下、2つの洞察に満ち

たパネルディスカッションを実施しました。  

 

8.マレーシア人の過半数がワークライフバランスの向上を望んでいる 
過半数のマレーシア人がワークライフバランスの向上を望んでいる(デジタルガバンメント、

マレーシア) 

Digital News、Asia April 7, 2022 

ランスタッドは、マレーシアにおける 2021 年下半期ワークモニター隔年調査の結果を発

表し、労働者の最新の心情と地元の雇用市場に対する認識を明らかにしました。 

声明の中で、人材ソリューション会社は、調査の結果、マレーシアの回答者の 88％が、パ

ンデミックによってワークライフバランスを改善する力を得たと回答したことを明らかにしま

した。 

 

9.コスタリカ政府へのランサムウェア攻撃は、ロシアのサイバー犯罪の新潮流を告げるも

のである可能性があります（セキュリテイ、コスタリカ） 

CYBERSECURITY、techmonitor、April 25, 2022 

コスタリカ政府 IT システムを麻痺させたランサムウェア攻撃は、解決の目安が立たない

まま 2 週目に突入しています。ランサムウェアグループの Conti は、少なくとも 1 テラバイ

トのデータを盗み、1000 万ドルの身代金の要求をはねつけ、今日、情報の 80％をダーク

ウェブに公開したと表明した。コスタリカ政府は、この事件の被害額が数億ドルにのぼると

報じられているにもかかわらず、身代金要求に対して今のところ断固として対応していま

す。この事件は、Conti のようなロシアの支援を受けたギャングが新たな攻撃の波に乗り

出したことを示す最初の指標となる可能性があります。 

 

10.データを活用することで、都市はホームレスの減少に貢献できる（セキュリテイ、米国） 

https://www.analyticsinsight.net/role-of-artificial-intelligence-in-defence/
https://www.defense.gov/News/Releases/Release/Article/2996350/readout-of-us-india-22-ministerial-dialogue/
https://opendata.tca.org.tw/asia/news-article.php?id=24
https://www.linkedin.com/company/aodp/about/
https://odimpact.org/case-open-development-cambodia.html#:~:text=Open%20Development%20Cambodia%20%28ODC%29%20was%20born%20out%20of,land%20and%20natural%20resource%20activists%20working%20in%20Cambodia.
https://opendevelopmentcambodia.net/km/open-data-day-2022-the-role-of-open-data-in-digital-government/
https://opendevelopmentcambodia.net/km/open-data-day-2022-the-role-of-open-data-in-digital-government/
https://odimpact.org/case-open-development-cambodia.html#:~:text=Open%20Development%20Cambodia%20%28ODC%29%20was%20born%20out%20of,land%20and%20natural%20resource%20activists%20working%20in%20Cambodia.
https://opendevelopmentcambodia.net/km/open-data-day-2022-the-role-of-open-data-in-digital-government/
https://www.digitalnewsasia.com/business/majority-malaysians-want-improve-work-life-balance
https://www.digitalnewsasia.com/business/majority-malaysians-want-improve-work-life-balance
https://www.digitalnewsasia.com/business/majority-malaysians-want-improve-work-life-balance
https://www.randstad.com.my/
https://techmonitor.ai/technology/cybersecurity/costa-rica-cyberattack-conti-ransomware
https://techmonitor.ai/technology/cybersecurity/costa-rica-cyberattack-conti-ransomware
https://www.dataguidance.com/notes/costa-rica-data-protection-overview
https://techmonitor.ai/tag/ransomware
https://www.mbsd.jp/research/20210413/conti-ransomware/
https://www.mbsd.jp/research/20210413/conti-ransomware/
https://gcn.com/data-analytics/2022/04/data-reduce-homelessness/366234/
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Andrea Danes、gcn、APRIL 28, 2022 

ソーシャルワーカーでなくても、アメリカのホームレス対策がどのように進んでいるか知る

ことができます。全米で、ホームレスはもはや町の特定の場所や遠い地域に追いやられ

ているわけではありません。私たちの身近なところにいるのです。 

政府機関や行政機関は、程度の差こそあれ、この問題に取り組み続けていますが、その

成果は限定的であります。そのアプローチは、ホームレスが発生するのは当然であるとい

う誤った前提の上に成り立っていることが多いのです。 

簡単な答えはありませんが、ホームレス問題を解決するために、私たちは、より良い質問

を始める必要があります。その最初の問いは、どうすればホームレスが発生する前に食

い止めることができるのか、ということです。 

現在の状況 

Covid-19 以前から、米国ではホームレスが確実に増えていた。米国住宅都市開発省が

毎年行っている調査によると、2020 年には約 58 万人がホームレスになっているといいま

す。 

 

 

世界（４月） 

1.2018年 4月からすべての新車で eCall（5G、EU） 

europa、28 April 2015 

本日、欧州議会は、2018 年 4 月からすべての新車に eCall 技術を搭載することを義務付

ける eCall 規制に賛成票を投じました。重大な事故が発生した場合、eCall は自動的にヨ

ーロッパの単一の緊急電話番号である 112をダイヤルします。 

 
ADAC Germany 

 

2.Simpl: クラウドとエッジ間のフェデレーションとデータ空間をシンプルに(デ 

ータベース、EU) 

 Europa、27 April 2022 

Simpl は、クラウドからエッジへのフェデレーションを可能にし、一般的なヨーロッパのデー

タスペースなど、欧州委員会が資金提供するすべての主要なデータイニシアチブをサポ

ートするスマートミドルウェアです。 

 

3.Horizon 2020プロジェクト AI4Cities がカーボンニュートラルの加速化に向けて取り組む 

https://www.hud.gov/
https://www.huduser.gov/portal/sites/default/files/pdf/2020-AHAR-Part-1.pdf
https://www.huduser.gov/portal/sites/default/files/pdf/2020-AHAR-Part-1.pdf
https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/news/ecall-all-new-cars-april-2018
https://sesei.eu/wp-content/uploads/2019/05/Emergency-Call-e-Call-Initiative-in-Europe.pdf#:~:text=eCall%20is%20a%20European%20initiative%20intended%20to%20bring,as%20well%20as%20related%20injuries%20and%20property%20loss.?msclkid=e588bcadcea811ec95f8463edbc957a1
https://sesei.eu/wp-content/uploads/2019/05/Emergency-Call-e-Call-Initiative-in-Europe.pdf#:~:text=eCall%20is%20a%20European%20initiative%20intended%20to%20bring,as%20well%20as%20related%20injuries%20and%20property%20loss.?msclkid=e588bcadcea811ec95f8463edbc957a1
https://sesei.eu/wp-content/uploads/2019/05/Emergency-Call-e-Call-Initiative-in-Europe.pdf#:~:text=eCall%20is%20a%20European%20initiative%20intended%20to%20bring,as%20well%20as%20related%20injuries%20and%20property%20loss.?msclkid=e588bcadcea811ec95f8463edbc957a1
https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/news/simpl-cloud-edge-federations-and-data-spaces-made-simple
https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/news/simpl-cloud-edge-federations-and-data-spaces-made-simple
https://basisconsulting.co.jp/archives/706
https://www.businessinsider.jp/post-33154
https://garop.com/117/
https://www.geekly.co.jp/column/cat-technology/1903_053/
http://www.jeupiste.eu/ja/faq-h2020-what_jp
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Europa、08 April 2022 

カーボンニュートラルを加速する人工知能ベースのプロトタイプ 7 点が、プロジェクト

AI4Cities に選ばれ、欧州 6 都市で試験運用されることになりました。そのうち 4 つは、都

市のエネルギー領域をより持続可能なものにするために AI ベースの技術を用いたもの

で、アムステルダム、コペンハーゲン、ヘルシンキ、パリ地域、スタヴァンゲルで試験的に

実施される予定です。一方、他の 3 つはモビリティ領域での CO2 排出量削減に焦点を当

てたものです。これらは、コペンハーゲンに代わってタリンだけが同じ 5 つの都市で試験

的に実施される予定です。 

 

4. Open data:欧州委員会、ベルギー、ブルガリア、チェコ、クロアチア、ハンガリー、ラトビ

ア、オランダ、オーストリア、スロバキア、スウェーデンに対し、オープンデータと公共部門

情報の再利用に関する EU規則を制定するよう要請（オープンデータ、EU） 

Europa、06 April 2022 

欧州委員会は、ベルギー、ブルガリア、チェコ、クロアチア、ハンガリー、ラトビア、オランダ、

オーストリア、スロバキア、スウェーデンに対し、オープンデータおよび公共部門データの

再利用に関する EU ルール（指令 EU 2019/1024、オープンデータ指令と呼ばれる）が国

内法にどのように移項されているかの情報を伝えるよう求める理由付き意見書を送付し

ています。 

 

5.EU と国際的なパートナーがインターネットの未来のための宣言を提出(インターネット、

EU) 

EU and international partners put forward a Declaration for the Future of the  

Europa、28 April 2022 

今日、欧州連合(EU)、米国、およびいくつかの国際的なパートナーは、信頼できるインタ

ーネットのビジョンと原則を定めたインターネットの未来のための宣言を提案しました。パ

ートナーは、オープンで、自由で、グローバルで、相互運用可能で、信頼性が高く、安全な

インターネットの未来を支持し、オンラインおよびデジタル世界全体で人権を保護し尊重

するというコミットメントを確認します。これまでのところ、すべての EU加盟国を含む 60 の

パートナーが宣言を支持しており、今後数週間でさらに多くの国がこれに続くと予想され

ています。署名者のリストはこちらから入手できます。 

 

https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/about/
https://ai4cities.eu/
https://ai4cities.eu/
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%B4%E3%82%A1%E3%83%B3%E3%82%B2%E3%83%AB
https://cio.go.jp/policy-opendata
https://www.data.gv.at/wp-content/uploads/2019/11/1-Europaeische-Kommission_Open-data_and_Re-use_of_Public_Sector_Information.pdf
https://www.data.gv.at/wp-content/uploads/2019/11/1-Europaeische-Kommission_Open-data_and_Re-use_of_Public_Sector_Information.pdf
https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/library/declaration-future-internet-factsheet
https://digital-strategy.ec.europa.eu/news-redirect/743990

